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第73回税理士試験 法人税法解答速報 第１版(2023年８月９日 13:00現在) 

解答は弊社独自の見解に基づき作成するもので、主催者の解答を保証するものではありません。 

また、解答は予告なく変更することがあります。 

〔第一問〕 

問１ ⑴ 

親法人は、内国法人である普通法人又は協同組合等のうち❶、清算中の法人❶、通算制度の取りやめの承認

を受けた法人で一定期間が経過していないもの❶その他一定の法人のいずれにも該当しない法人をいう。 

その他一定の法人は次のとおりである。 

⑴  普通法人（外国法人を除く。）又は協同組合等との間にその普通法人又は協同組合等による完全支配

 関係（通算除外法人及び外国法人が介在しない一定の関係に限る。）がある法人❶ 

⑵  青色申告の承認の取消しの通知を受けた法人でその通知を受けた日から同日以後５年を経過する日の

属する事業年度終了の日までの期間を経過していない法人❶ 

⑶ 青色申告の取りやめの届出書を提出した法人でその届出書を提出した日から同日以後１年を経過する 

日の属する事業年度終了の日までの期間を経過していない法人❶ 

問１ ⑵① 

その内国法人との間に完全支配関係がある他の内国法人の全てが通算子法人となることができるが、この 

完全支配関係は、通算制度の取りやめの承認を受けた法人で一定期間が経過していないものその他一定の法

人及び外国法人が介在しないものとして一定の関係に限るため❶、その株式会社は通算子法人となること 

ができない❶。 

 

 

問１ ⑵② 

一般財団法人は株式を発行する法人又は出資を受ける法人には該当しないため、一般財団法人に対して財産

を拠出していても発行済株式又は出資を保有していることにはならず、通算親法人が一般財団法人の財産 

の全てを拠出したとしても、その一般財団法人との間に完全支配関係を有することにはならないことから 

❶、一般財団法人は完全支配関係がグループ通算制度の前提である通算子法人になることができない❶。
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問１ ⑶ 

１ 損益通算 

通算法人の所得事業年度終了の日においてその通算法人との間に通算完全支配関係がある他の通算法 

人において通算前欠損金額が生ずる❶場合には、その通算法人のその所得事業年度の通算対象欠損金額 

は、その所得事業年度の損金の額に算入❶する。 

（注） 所得事業年度は、通算前所得金額の生ずる事業年度❶をいう。 

２ 通算前所得金額の意義 

この規定等並びに欠損金の通算の規定を適用しないものとして計算した場合における所得の金額❶を 

いう。 

３ 通算対象欠損金額の意義 

他の通算法人の通算前欠損金額の合計額×
通算法人の通算前所得金額

通算法人及び他の通算法人の通算前所得金額の合計額
❶ 

４ 結 論 

  他の通算法人の通算前欠損金額の合計額は期限後申告に係るものが含まれないため10,000,000円❶、 

通算法人及び他の通算法人の通算前所得金額の合計額は20,000,000円❶、通算法人（Ｐ社）の通算前所 

 得金額は15,000,000円❶であるため、上記３の算式に当てはめると7,500,000円❶となり、上記１により、

 損金の額に算入❶する。 
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問１ ⑷ 

１ 原 則  

損益通算の規定を適用する場合❶において、通算事業年度の通算前所得金額又は通算前欠損金額が当初

申告額と異なる❶ときは、原則として、その当初申告額をその通算事業年度の通算前所得金額❶又は通算

前欠損金額とみなす❶ため、損金の額に算入される金額は、7,500,000円で変わらない❶。  

２ 例 外 

通算事業年度（一定の確定申告書を提出した事業年度に限る。）のいずれかについて修正申告書の提

出又は更正がされる場合❶において、次の要件の全てに該当するときは、通算法人の所得事業年度又は通

算法人の欠損事業年度については、１の規定は、適用しない❶。 

⑴ 通算事業年度の全てについて、確定申告書にその通算事業年度の所得金額として記載された金 

額が零であること又はその通算事業年度の欠損金額として記載された金額があること❶ 

 ⑵ 通算事業年度のいずれかについて、確定申告書に添付された書類にその通算事業年度の通算前所得

金額として記載された金額が過少であり、又は確定申告書に添付された書類にその通算事業年度の通 

算前欠損金額として記載された金額が過大であること❶ 

⑶ 通算事業年度のいずれかについて、この規定等を適用しないものとして計算した場合における

その通算事業年度の所得の金額が零を超えること❶ 
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問１ ⑷（続き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２  

１ 内 容 

法人の各事業年度において、対象純支払利子等の額がその事業年度の調整所得金額（比較基準とすべ 

き所得の金額として一定の金額をいう。）❶の20％相当額を超える場合❶は、その超える部分の金額は、

その事業年度の損金の額に算入しない❶。  

２ 適用除外 

１の規定は、次のいずれかに該当する場合には、適用しない。   

⑴  その事業年度の対象純支払利子等の額が2,000万円以下であるとき❶ 

⑵  内国法人及びその内国法人との間に特定資本関係のある他の内国法人（一定のものに限る。）の 

その事業年度の合算した純支払利子等の額が合算した調整所得金額の20％相当額を超えないとき❶ 

３ 過少資本税制との関係 

１の規定は、１の超える部分の金額が、過少資本税制により計算される損金不算入額以下となる場合 

には、適用しない❶。 
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問２ （続き） 

４ 用語の意義 

⑴ 対象純支払利子等の額 

対象支払利子等の額の合計額から控除対象受取利子等合計額を控除した残額❶をいう。 

⑵ 対象支払利子等の額 

支払利子等の額のうち対象外支払利子等の額以外の金額をいう。 

⑶ 対象外支払利子等の額 

支払利子等を受ける者の課税対象所得に含まれる支払利子等の額などをいう。 

⑷ 控除対象受取利子等合計額 

その事業年度の受取利子等の額の合計額をその事業年度の対象支払利子等合計額のその事業年度 

の支払利子等の額の合計額に対する割合で按分した金額として一定の金額をいう。 

５ 結 論 

本問において、対象純支払利子等は24,000,000円❶（用語の意義より、1,200,000,000×２％－0）であ

 り、調整所得金額100,000,000円×20％を超える部分の金額は4,000,000円❶となる。適用除外に該当せず、

 負債に対して資本が過少でないことから、過少資本税制も適用されない。よって、4,000,000円が上記 

 １により損金算入されない❶。  
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問３ 

１ 損金算入 

３の内国法人が、個別評価金銭債権の損失の見込額として、損金経理により貸倒引当金勘定に繰り入 

れた金額❶については、その金額のうち個別貸倒引当金繰入限度額に達するまでの金額は、その事業年度

の損金の額に算入❶する。 

(注)  個別評価金銭債権とは、一定の事実が生じていることにより、その一部につき貸倒れその他こ 

れに類する事由による損失が見込まれる金銭債権（債券に表示されるべきものを除く。）❶をいう。

２ 繰入限度額 

その個別評価金銭債権が更生計画認可の決定等に基づき、弁済猶予又は賦払弁済される場合❶ 

その個別評価金銭債権のうち、その事由が生じた事業年度終了の日の翌日から５年以内に弁済される金

額以外の金額❶ 

３ 適用法人 

普通法人のうち、その事業年度終了時の資本金の額が１億円以下であるもの（大法人による完全支配 

関係があるものを除く。）❶又は資本を有しないものなどである。 

４ 申告要件 

１の規定は、税務署長がやむを得ない事情があると認める場合を除き、確定申告書に損金算入に関す 

る明細の記載がある場合に限り適用❶する。 

５ 結 論 

本問は、２の場合に該当し、適用法人であることから、１の規定が適用❶される。個別貸倒引当金繰

 入限度額は20,000,000円❶（200,000,000円×20％－200,000,000円×20％×５／10）となり、損金経理及

び申告要件を満たすことにより、損金算入❶される。また、更生計画認可の決定による切捨額160,000,000

 円（200,000,000円×（100％－20％））は、切り捨てられることとなった事業年度において損金算入され

 る。 

 

 

 【合計50点】 
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〔第二問〕 

   問１ 

  【資料１】⑴及び⑵ 

税務上調整すべき金額 

（加算・減算の別及び 
留保・流出の別） 

計算過程 

損金経理納税充当金（加算留保）

90,000 円★ 

納税充当金支出事業税等（減算留

保）4,337,000 円★ 

仮払税金認定損（減算留保）

5,818,900 円★ 

損金経理法人税及び地方法人税（加

算留保）3,988,200 円★ 

損金経理住民税（加算留保）343,000

円★ 

損金経理過怠税（加算社外流出）

50,000 円★ 

損金経理附帯税等（加算社外流出）

130,000 円★ 

役員給与の損金不算入額（加算社外

流出）25,000 円★ 

損金経理罰科金等（加算社外流出）

12,000 円★ 

 

 

 

 

 

 

１．納税充当金支出事業税等 

13,000,000－（7,976,800＋122,300＋563,900） 

＝4,337,000 円 

２．損金経理住民税 

  61,100＋281,900＝343,000 

３．損金経理附帯税等 

  100,000＋30,000＝130,000 円 

４．固定資産税は賦課決定のあった日（納税通知書が交付

された日）の属する事業年度において、損金算入するこ

とができる★ 

社会保険料の延滞金、印紙税（過怠税を除く）及び不

動産取得税は、損金不算入の規定がない★ 
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 問１ 

  【資料２】⑴及び⑵ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 

留保・流出の別） 

計算過程 

受取配当等の益金不算入額（減算社

外流出）6,435,000 円★ 

Ｄ社株式計上もれ（加算留保）

132,000 円★ 

外国源泉税の損金不算入額（加算社

外流出）220,000 円★ 

外国子会社配当等の益金不算入額

（減算社外流出）2,090,000 円★ 

法人税額控除所得税額（加算社外流

出）2,235,479 円★ 

 

 

 

 

 

 

 

１．受取配当等の益金不算入 

⑴ みなし配当★ 

  180,000×100－75,000,000×
100

1,000
＝10,500,000円 

⑵ 短期所有株式等に係る配当等★ 

  Ｃ社株式は基準日以前１月以内取得かつ同日後２

月以内譲渡のため、短期所有株式等適用除外 

⑶ 配当等の額 

① 完全子法人株式等 800,000円 

② その他株式等 

⑴＋600,000＋150,000＝11,250,000円 

③ 非支配目的株式等 50,000円 

 ⑷ 益金不算入額 

⑶①＋⑶②×50％＋⑶③×20％＝6,435,000円 

２．株式取得に係る名義書換え料は損金算入できる★ 

３．外国子会社配当等 

  2,200,000－2,200,000×５％＝2,090,000円 

４．所得税  

 ⑴ 株式・出資 

① 個別法 

  122,520×
１

６
（0.167）＋9,189×

１

12
（0.084） 

＋30,630×
７

12
（0.584）＋10,210＝49,328円★ 

② 簡便法 

  122,520×
１

２
（0.500）＋9,189×

１

２
（0.500） 

＋30,630×
１

２
（0.500）＋10,210＝91,379円 

③ ①＜② ∴ 91,379円 



 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

無断転写禁 

8 月 11 日(金) 17:00 より解答速報会を LIVE 配信で実施！！ 

得点すべき箇所、合格ラインの目安など一挙公開！！ 

 

【資料２】⑴及び⑵（続き） 

 ⑵ その他 

  180,000×100－15,855,900＝2,144,100円 

⑶ 合 計  

⑴＋⑵＝2,235,479円 

 

【資料３】 

 

（Ｈ氏） 

役員給与の損金不算入額（加算社

外流出）20,000,000 円★ 

 

（Ｉ氏） 

調整なし 

 

（Ｊ氏） 

役員給与の損金不算入額（加算社

外流出）7,200,000 円★ 

１．Ｈに対する給与 

50,000,000－30,000,000＝20,000,000円 

２．Ｉに対する給与 

昇給は臨時改定事由★のため、定期同額給与 

３．Ｊに対する低額譲渡 

定期同額給与、事前確定届出給与及び業績連動給与にも該

当しないため損金不算入 

1,200,000＋6,000,000＝7,200,000円 
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【資料３】（続き） 

（Ｋ氏） 

役員給与の損金不算入額（加算社

外流出）1,000,000 円★ 

（Ｌ氏） 

調整なし 

４．Ｋに対する給与 

減給は通常改定、臨時改定事由及び業績悪化改定事由のい

ずれにも該当せず定期同額給与、事前確定届出給与及び業績

連動給与にも該当しないため損金不算入1,000,000円（５月

×200,000円） 

５．Ｌに対する給与 

昇給は臨時改定事由 

12月の賞与は、役員となった直後の賞与であり、使用人で

あった期間に係る賞与として相当額は、損金算入★ 

【資料４】 

（建物Ｍ） 

減価償却超過額（加算留保）

8,882,100 円★ 

 

（建物Ｎ） 

減価償却超過額（加算留保）

93,051 円★ 

 

（構築物Ｏ） 

減価償却超過額（加算留保）

25,476 円★ 

１．建物Ｍ 

 ⑴ 償却限度額 

 （160,000,000＋8,800,000）×0.033×
２

12
＝928,400円  

 ⑵ 償却超過額 

（8,800,000＋1,010,500）－⑴＝8,882,100円 

２．建物Ｎ 

 ⑴ 償却限度額 

 （10,037,279＋250,000）×0.059＝606,949円  

 ⑵ 償却超過額 

700,000－⑴＝93,051円 

３．構築物Ｏ 

 ⑴ 償却限度額 

   1,019,154×0.133＝135,547円 

＜4,000,000×0.04565＝182,600円 

∴ 1,220,450×0.143＝174,524円 

 ⑵ 償却超過額 

200,000－⑴＝25,476円 
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【資料４】（続き） 

（機械装置Ｐ） 

圧縮特別勘定取崩額（加算留保）

8,000,000 円★ 

圧縮特別勘定積立超過額認容（減

算留保）380,000 円★ 

減価償却超過額（加算留保）

402,032 円★ 

 

（機械装置Ｑ） 

特別償却準備金認定損（減算留

保）10,500,000 円★ 

減価償却超過額（加算留保）

1,617,292 円★ 

 

（器具備品Ｒ） 

調整なし 

４．機械装置Ｐ 

 ⑴ 圧縮記帳 

① 限度額 

イ 特別勘定残高 7,620,000円 

ロ 11,191,875×
7,620,000

11,430,000
＝7,461,250円★ 

ハ イ＞ロ  ∴ 7,461,250円 

② 超過額 7,000,000－7,461,250＝△461,250（切捨） 

⑵ 減価償却 

① 償却限度額 

(11,191,875－7,000,000)×0.250＝1,047,968円 

≧(11,430,000－7,158,75※)×0.07909＝337,813円 

※7,000,000＋（11,430,000－11,191,875）×
7,620,000

11,430,000
 

＝7,158,750円 ∴ 1,047,968円 

② 償却超過額 1,450,000－①＝402,032円 

５．機械装置Ｑ 

 ⑴ 特別償却準備金 

① 積立限度額（35,000,000＋1,430,000）×30％＝10,929,000円 

② 積立超過額★ 

10,500,000－①＝△429,000→429,000円１年間繰越 

⑵ 減価償却  

① 償却限度額 

(35,000,000＋1,430,000)×0.250＝9,107,500円≧ 

 (35,000,000＋1,430,000)×0.07909＝2,881,248円 

∴ 9,107,500×
７

12
＝5,312,708円 

② 償却超過額（5,500,000＋1,430,000）－①＝1,617,292円 

６．器具備品Ｒ 

10万円未満 貸付け主要な事業 

取得価額損金経理損金算入★ 

 

 



 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

無断転写禁 

8 月 11 日(金) 17:00 より解答速報会を LIVE 配信で実施！！ 

得点すべき箇所、合格ラインの目安など一挙公開！！ 

【資料４】（続き） 

（器具備品Ｓ） 

減価償却超過額（加算留保）

1,361,710 円★ 

 

 

（器具備品Ｔ） 

一括償却資産損金算入限度超過

額（加算留保）1,056,000 円★ 

７．器具備品Ｓ 

 ⑴ 償却限度額（貸付） 

   98,000×0.333＝32,634円≧98,000×0.09911＝9,712円 

∴ 32,634×20×
11

12
＝598,290円 

⑵ 償却超過額 98,000×20－⑴＝1,361,710円 

８．器具備品Ｔ 

⑴ 判 定 

  中小企業者等の少額減価償却資産の適用は年300万円以

下のため適用なし 

   198,000円＜200,000円  ∴ 一括償却資産に該当 

 ⑵ 償却方法の判定 

   0.500×
２

12
＜
12

36
  ∴ 一括償却有利 

 ⑶ 損金算入限度額 

1,584,000×
12

36
＝528,000円 

 ⑷ 損金算入限度超過額 

   1,584,000－⑶＝1,056,000円 

【資料５】 

交際費等の損金不算入額（加算社

外流出）336,600 円★ 

 

 

⑴ 支出交際費等 

① 接待飲食費 2,386,000円 

② ①以外 

9,190,000－（190,000＋26,400＋637,000＋①）＝5,950,600円

③ 合 計 ①＋②＝8,336,600円 

⑵ 損金算入限度額 

① 接待飲食費基準額 

⑴ ①×50％＝1,193,000円★ 

② 定額控除限度額 

8,336,600円＞8,000,000×
12

12
＝8,000,000円 ∴ 8,000,000円

⑶ 損金不算入額 

⑴－⑵＝700,000円 



 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

無断転写禁 

8 月 11 日(金) 17:00 より解答速報会を LIVE 配信で実施！！ 

得点すべき箇所、合格ラインの目安など一挙公開！！ 

問２⑴ 

（Ｕ社） 

寄附金の損金不算入額（加算社外

流出）49,046,875 円☆ 

 

 

（Ｙ社） 

受贈益計上もれ（加算留保）

50,000,000 円☆ 

⑴ 支出寄附金（一般寄附金） 50,000,000円 

⑵ 一般寄附金の損金算入限度額 

① 資本基準額 

（30,000,000＋5,000,000）×
12

12
×

2.5

1,000
＝87,500円 

② 所得基準額 

(84,000,000＋50,000,000＋35,000,000－20,000,000) 

×
2.5

100
＝3,725,000円 

③ (①＋②)×
1

４
＝953,125円 

⑶ 損金不算入額      

⑴－⑵＝49,046,875円 

 



 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

無断転写禁 

8 月 11 日(金) 17:00 より解答速報会を LIVE 配信で実施！！ 

得点すべき箇所、合格ラインの目安など一挙公開！！ 

問２⑵ 

（Ｕ社） 

寄附金認定損（減算留保）

15,000,000 円 

寄附金の損金不算入額（加算社外

流出）15,000,000 円☆ 

 

 

（Ｗ社） 

受贈益の益金不算入額（減算社外

流出）15,000,000 円☆ 

譲渡損益調整勘定繰入額（減算留

保）3,200,000 円☆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法人による完全支配関係がある寄附金に該当し、寄附金

（35,000,000－20,000,000）は損金不算入 

受贈益は益金不算入 

 

 

 

 

 

法人による完全支配関係がある受贈益は益金不算入 

譲渡損益調整勘定繰入額 

20,000,000－16,800,000＝3,200,000円 

 配点：★１つにつき１点 

☆１つにつき２点 

【合計50点】 
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[第一問] 

問１ グループ通算制度 

 ⑴⑵ 適用法人（法64 の９①） 

グループ通算制度の適用を受けようとする場合には、「内国法人及びその内国法人との間にその内国

法人による完全支配関係*01)がある他の内国法人」の全てが国税庁長官の承認を受けなければならない

こととされており、適用対象となる法人は、下記の親法人及びその親法人との間にその親法人による

完全支配関係がある下記の子法人に限られます。 

区 分 要      件      等 

親 法 人 

普通法人又は協同組合等のうち、次の①から⑥までの法人及び⑥に類する一定の法人のい

ずれにも該当しない法人をいいます。 

①  清算中の法人  

②  普通法人（外国法人を除きます。）又は協同組合等との間にその普通法人又は協同組合

等による完全支配関係がある法人  

③  通算承認の取りやめの承認を受けた法人でその承認日の属する事業年度終了後５年を

経過する日の属する事業年度終了の日を経過していない法人  

④  青色申告*02)の承認の取消通知を受けた法人でその通知後５年を経過する日の属する事

業年度終了の日を経過していない法人  

⑤  青色申告の取りやめの届出書を提出した法人でその提出後１年を経過する日の属する

事業年度終了の日を経過していない法人  

⑥  投資法人、特定目的会社  

⑦  その他一定の法人（普通法人以外の法人、破産手続開始の決定を受けた法人等） 

子 法 人 
親法人との間にその親法人による完全支配関係*03)がある他の内国法人のうち上記③から⑦

までの法人以外の法人をいいます。 

*01) 基本的にはグループ法人税制にあるものと同じものです。 

*02) グループ通算制度の承認を受けるためには、正規の簿記の諸原則に従った帳簿の記録及び保存等

が行われていなければなりません（青色申告の承認を受ける場合と同様のものです。）。また、グル

ープ通算制度の承認を受けた場合には、青色申告の承認があったものとみなされます。 

*03) グループ通算制度における「完全支配関係」は、完全支配関係のうち上記親法人の要件等の③か

ら⑦までの法人及び外国法人が介在しない一定の関係に限ります。 
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 ⑶ 損益通算 

通算親法人Ｐ社 通算子法人Ｓ１社 通算子法人Ｓ２社 通算子法人Ｓ３社 

通算前の所得金額 

15,000,000 

通算前の所得金額 

5,000,000 

通算前の欠損金額 

△10,000,000 

通算前の欠損金額 

期限後申告のため含めない

    

各社の所得金額及び欠損金額をそれぞれ合算 

 

損金算入額を計算するために所得金額を合算 

20,000,000 

損金算入額を計算するために欠損金額を合算 

△10,000,000 

    

欠損金額の合計額△10,000,000を 

Ｐ社とＳ１社の所得金額の比で損金算入 

Ｐ社とＳ１社で損金算入した欠損金額の 

合計額△10,000,000をＳ２社で益金算入 

    

損金算入額 

△10,000,000×
15,000,000

20,000,000
 

＝△7,500,000 

損金算入額 

△10,000,000×
5,000,000

20,000,000

＝△2,500,000 

益金算入額 

10,000,000×
10,000,000

10,000,000
 

＝10,000,000 

 

通算後の所得金額及び欠損金額 

    

15,000,000－7,500,000 

＝7,500,000 

5,000,000－2,500,000

＝2,500,000 

△10,000,000＋10,000,000 

＝０ 

5,000,000 

 

    

法人税額の計算 

    

7,500,000×23.2％ 

 ＝1,740,000 

2,500,000×23.2％ 

 ＝580,000 

０ 5,000,000×23.2％ 

 ＝1,160,000 

（注１）通算対象欠損金額 

他の通算法人の基準日に終了す

る事業年度の通算前欠損金額の

合計額（次の分母の金額を超える

場合には分母の金額） 

× 

通算法人の所得事業年度の通算前所得金額

通算法人の所得事業年度及び他の通算法人の基準

日に終了する事業年度の通算前所得金額の合計額

 

（注２）通算対象所得金額 

他の通算法人の基準日に終了す

る事業年度の通算前所得金額の

合計額（次の分母の金額を超える

場合には分母の金額） 

× 

通算法人の欠損事業年度の通算前欠損金額

通算法人の欠損事業年度及び他の通算法人の基準

日に終了する事業年度の通算前欠損金額の合計額

 

   （注）法第64条の５第５項《損益通算》に規定する「第74条第１項（確定申告）の規定による申
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告書」とは、期限内申告書をいい、期限後申告書は含まれないのであるから、通算法人のうち期限内申

告書を提出しなかったものに係る法第64条の５第１項に規定する通算前所得金額及び同条第３項に規定

する通算前欠損金額は零となり、同条第1項又は第3項の規定により当該通算法人の損金の額又は益金の

額に算入される金額は、同条第8項の規定が適用される場合を除き、ないこととなります。 

 

⑷ 損益通算の遮断措置 

 ① 原 則 

所得事業年度の損益通算による損金算入又は欠損事業年度の損益通算による益金算入の場合に

おいて、通算事業年度の通算前所得金額又は通算前欠損金額が当初申告額と異なるときは、それぞ

れの当初申告額がその通算事業年度の通算前所得金額又は通算前欠損金額とみなされます（法 64 

の５⑤）。すなわち、通算グループ内の一法人に修更正事由が生じた場合には、損益通算に用いる

通算前所得金額及び通算前欠損金額を当初申告額に固定することにより、原則として、その修更正

事由が生じた通算法人以外の他の通算法人への影響を遮断し、その修更正事由が生じた通算法人の

申告のみが是正されます。 

② 遮断措置の不適用 

期限内申告書を提出した通算事業年度等のいずれかについて修更正事由が生じた場合において、

通算事業年度の全ての通算法人について、期限内申告書にその通算事業年度の所得の金額として記

載された金額が０又は欠損金額であること等の要件に該当するときは、（損益通算の遮断措置）及

び（欠損金の通算の遮断措置）は適用されません（法 64 の５⑥、64 の７⑧一）。すなわち、通算

グループ全体では所得金額がないにもかかわらず、当初申告額に固定することにより所得金額が発

生する法人が生ずることのないようにするため、一定の要件に該当する場合には、損益通算及び欠

損金の通算の規定の計算に用いる所得の金額及び欠損金額を当初申告額に固定せずに、通算グルー

プ全体で再計算されます。 

また、損益通算及び欠損金の通算の遮断措置の規定の濫用を防止するため、一定の場合には、税

務署長は、損益通算及び欠損金の通算の規定の計算に用いる所得の金額及び欠損金額を当初申告額

に固定せずに、通算グループ全体で再計算をすることができます（法 64 の５⑧、64 の７⑧二）。 

 

問２ 過大支払利子税制 

 ⑴ 損金不算入（措法66の５の２①） 

法人が、その事業年度における対象支払利子等合計額から控除対象受取利子等合計額を控除した残額（以下

「対象純支払利子等の額」といいます。）が、調整所得金額の20％相当額を超えるときは、その超える部分の金

額は、その事業年度の損金の額に算入されません。 

⑵ 対象支払利子等合計額の意義（措法66の５の２①②） 

対象支払利子等合計額とは、その事業年度における対象支払利子等の額（支払利子等の額のうち対象外支払

利子等の額以外の金額をいいます。）の合計額をいいます。 

その対象支払利子等の額に含まれない対象外支払利子等の額とは、支払利子等を受ける者の課税対象所得*01)

に含まれる支払利子等の額その他一定の金額をいいます。 
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*01) 課税対象所得に該当すれば、相手方に日本での所得が生ずるため、過大支払利子となって

いても、日本全体で考えれば、所得がプラスマイナス０となります。したがって、課税対象

所得に含まれるものは、損金不算入の計算の基礎となる対象支払利子等の額としないことと

されています。すなわち、対象支払利子等の額になるのは、基本的には、外国法人に対する

支払利子となります 

⑶ 損金不算入額（措法66の５の２①） 

対象支払利子等の損金不算入額は、次の算式により計算した金額となります。   

対象純支払利子等の額－調整所得金額×20％➜ 対象支払利子等の損金不算入額（加算社外流出）

 

〈図解〉 

調整所得金額  損金算入限度額  対象純支払利子等の額 

対象純支払利子等の額 

 

調整所得金額×20％ 

  

  

  

  

   過大支払利子 

損金算入減価償却費 

繰越欠損金損金算入額 

  損金不算入 

   

当期の所得金額 

   

   

   

   

   
 

 

問３ 

⑴ 設定事由 

債務者が、次の事由に基づいて、弁済を猶予され又は賦払により弁済する場合には、個別貸倒引

当金を設定することができます。 

発  生  事  実 

法律による決定 

・更生計画認可の決定 

・再生計画認可の決定 

・特別清算に係る協定の認可の決定 

関係者の協議決定 

・債権者集会の協議決定 

・金融機関等のあっ旋による当事者間の協議による契約 

⑵ 繰入限度額 

長期棚上げ基準による、個別貸倒引当金繰入限度額は、次の算式により計算します。 

 

 

 
 

基本算式 

個別評価金銭債権の額－
事由発生年度の翌期首から

５年以内に弁済される金額
－取立て等の見込額 
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＜図解＞ 

５年以内 
弁 済 額 

   

 

 
取立て等の 
見 込 額 

 

  繰入限度額 

  

 

[第二問] 

出題概要 

問１ 

⑴ 前提の確認 

① 業 種 ➜ 製造業 

② 資本金 ➜資本金50,000,000円 

③ 会社区分 ➜ 大法人による完全支配関係がないため、当社は中小法人に該当します。また、青

色申告書を提出し、大規模法人に支配されていないため、当社は中小企業者等に

も該当します。 

 ⑵ 出題形式 

本問は、個別問題型です。 

 

資料１ 

⑴ 納税充当金支出事業税等 

  納税充当金取崩額―（納税充当金取崩納付法人税本税＋納税充当金支出地法人税本税＋納税充当金

取崩納付住民税本税） 

⑵ 損金経理附帯税等 

本問の場合は、法人税及び地方法人税の延滞税と源泉所得税の不納付加算税が該当します。 

⑶ 固定資産税 

固定資産税は、原則として、賦課決定のあった日（納税通知書が交付された日）の属する事業年度

において、その全額を損金に算入します。 

ただし、納期の開始の日（納期が分割して定められているものについては、それぞれの納期の開始

の日）の属する事業年度又は実際に納付した日の属する事業年度において損金経理をした場合には、

その損金経理した事業年度において損金の額に算入されます。 

よって、固定資産税の損金算入時期は、①賦課決定があった日（納税通知書の交付があった日）、②

その納期の開始日、③実際の納付日のいずれかを選択することができます。 

 

  

個
別
評
価
金
銭
債
権 
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資料２ 

⑴ みなし配当（自己株式の取得） 

自 己 株 式 の 取 得 に
よ る 払 戻 金 等 の 価 額
（ 1 8 0 , 0 0 0 × 1 0 0 ）

－ 
取 得 直 前 の
資本金等の額
（75,000,000）

×
取得に係る当社譲渡株式数100株

 発行済株式総数1,000株
 

⑵ 短期所有株式等 

Ｐ＝Ｅ× 

Ｃ×
Ｂ

Ａ+Ｂ
 

Ｃ+Ｄ
  

Ｐ：短期所有株式等の数 

Ａ：基準日以前１月前の日の所有株式等の数 

Ｂ：基準日以前１月以内の取得株式等の数 

Ｃ：基準日の所有株式等の数 

Ｄ：基準日後２月以内の取得株式等の数 

Ｅ：基準日後２月以内の譲渡株式等の数 

⑶ 関連法人株式等 

  基準日以前６月以上、継続して１／３超を保有していた他の内国法人の株式等（完全子法人株式等

に該当するものを除く。）が関連法人株式等となるため、Ｂ社株式は関連法人株式等に該当しません。 

⑷ 外国子会社配当等  

① 外国子会社の意義 

外国子会社とは、次の要件を満たす外国法人をいいます。 

イ保有割合 発行済株式等の25％以上を保有していること。 

ロ保有期間 
剰余金の配当等の額の支払義務確定日以前６月以上継

続して保有していること。 

つまり、外国子会社は、原則として保有割合25％以上、かつ、保有期間６月以上の要件を満たす

外国法人とされています。 

② 益金不算入額の計算 

外国子会社からの配当等の額－外国子会社からの配当等の額×５％ 

③ 外国源泉税等の損金不算入 

外国源泉税等の損金不算入額（加算社外流出） 
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⑸ 所得税 

  ① 個別法と簡便法（令140の２） 

株式出資及び受益権に係る所得税額について、元本の所有期間に対応する金額を計算する場合の

計算方法には、次の２つの方法があります。なお、株式出資、受益権の区分ごとにいずれかの方法

を選択することができます（分数の割合は小数点以下３位未満切り上げです。）。 

計算方法 概   要 

イ個別法 元本の所有期間に対応する部分を実際に所有していた月数で按分して計算する方法 

ロ簡便法 計算期間中に取得した元本はすべて計算期間の期央に取得したものとして計算する方法 

 ② 按分計算を要しないもの 

みなし配当、預貯金の利子、公社債の利子及び公社債投資信託に係る収益分配金に係るものが該

当します。 

 

資料３ 

⑴ Ｈ 

弔慰金は、支払額が社会通念上相当である場合には、支給した日の事業年度の損金の額に算入され

ます（相当額を超える場合は、退職給与として取り扱われます。）。 

一方、役員退職給与については、相当額を超えているため、過大役員給与として損金不算入となり

ます。 

⑵ Ｉ 

臨時改定事由による改定とは、次の改定をいい、本問は役員の職制上の地位の変更のため、臨時改

定事由に該当します。また、毎月の家賃負担は、定期同額給与に該当します。 

臨時改定事由による改定 

役員の職制上の地位の変更、その役員の職務の内容の重大な変更その他これらに類するやむを得な

い事情によりされたこれらの役員に係る定期給与の額の改定（通常改定の場合を除きます。） 

⑶ Ｊ 

  土地の時価48,000,000円と譲渡対価42,000,000円の差額6,000,000円は、一時的なものであり、定期

同額給与、事前確定届出給与及び業績連動給与のいずれにも該当しないため、損金不算入となります。 

  また、事前確定届出給与の届出をしている1,200,000円は、定時株主総会等から１ヶ月を経過する日

までに提出していないため、届出期限を超えています。 

⑷ Ｋ 

  業績目標が未達成の理由による改定は、経営の状況が著しく悪化したことその他これに類する理由

に該当しないため、業績悪化改定事由に該当しません。その他、通常改定（期首から３月以内の改定）

及び臨時改定事由にも該当しません。 

  また、定時株主総会から職務開始と考えると、５ケ月分（８月分から12月分まで）が定期同額給与

を超える金額が産出されることになります。 

⑸ Ｌ（基通9－2－27） 

  昇給は役員の職制上の地位の変更のため、臨時改定事由に該当します。また、使用人であった者が
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役員となった場合又は使用人兼務役員であった者が令第71条第1項各号《使用人兼務役員とされない役

員》に掲げる役員となった場合において、その直後にその者に対して支給した賞与の額のうちその使

用人又は使用人兼務役員であった期間に係る賞与の額として相当であると認められる部分の金額は、

使用人又は使用人兼務役員に対して支給した賞与の額として認めます。 

 

資料４ 

事業年度末は５月のため、月数按分に注意が必要です。また、償却方法を選定していないため、法定

償却方法によります。 

⑴ 建物Ｍ 

建物の設計料は取得価額に算入すべき付随費用ですが、不動産取得税及び落成式の費用は、取得価

額に算入しないことができる付随費用です。そのため、損金経理している不動産取得税及び落成式の

費用は、会社経理是認となりますが、建物の設計料は、会社計上取得価額と会社償却費の両方を加算

して計算することになります。 

⑵ 建物Ｎ 

平成10年３月31日以前取得の建物であるため、法定償却方法は旧定率法です。 

⑶ 構築物Ｏ 

  償却保証額が調整前償却額を超えているため、改定取得価額に改定償却率を乗じて償却限度額を算

定します。なお、本問は改定取得価額が当期首の簿価ではなく、問題文に書かれています。 

⑷ 機械装置Ｐ 

 ① 国庫補助金（先行取得） 

イ 特別勘定の金額7,620,000円  

ロ 
返 還 不 要 確 定 日 の
固定資産の帳簿価額11,191,875円 ×

返還不要となった補助金等の額7,620,000円

固定資産の取得価額11,430,000円
 

ハ イとロのいずれか少ない方 

 ② 減価償却（圧縮記帳後の取得価額（令82の２）） 

先行取得の場合の圧縮記帳後の取得価額は、次のように計算します。 

本 来 の
取得価額

－ 
損金算入
圧 縮 額

＋ 
損 金 算 入
償却費累計

×
返還不要となった補助金等の額

固定資産の取得価額
 

⑸ 機械装置Ｑ 

  据付けに要した費用は、取得価額に算入すべき付随費用で損金経理しているため、会社計上取得価

額と会社償却費の両方を加算して計算することになります。 

  なお、特別償却準備金は積立不足額が生じるため、１年間繰越のコメントが必要です。 

⑹ 器具備品Ｒ 

  貸付目的のものは、少額減価償却資産の取得価額の損金算入の規定、一括償却資産の規定、中小少

額減価償却資産の取得価額の損金算入の規定の適用を受けることができませんが、主要な事業に係る

ものは適用を受けることが認められています。 

⑺ 器具備品Ｓ 

貸付目的のものは、少額減価償却資産の取得価額の損金算入の規定、一括償却資産の規定、中小少
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額減価償却資産の取得価額の損金算入の規定の適用を受けることができません。 

 

⑻ 器具備品Ｔ 

  中小少額減価償却資産の取得価額の損金算入の規定の適用は、年間300万円が限度のため、この規定

の適用を受けることができませんが、一括償却資産の規定の適用を受けることができます。 

 

資料５ 

⑴ 専ら従業員の慰安を目的として行った新年会の費用 

 福利厚生費に該当し、損金算入となります。 

⑵ 得意先との会食費 

１人当たり5,000円以下の社外飲食費であるため、損金算入となります。 

⑶ カレンダーの製作費用 

広告宣伝費として損金算入となります。 

 

問２ 

Ｖ社にたいするものもＷ者に対するものも、単なる経済的支援に過ぎないことから、支援損として損

金算入されるものではありません。また、Ｖ社に対するものは、法人による完全支配関係がないため、

一般寄附金となり、Ｗ社に対するものは、法人による完全支配関係がある他の法人に対する寄附金に該

当します。 

なお、問２⑵のＵ社は工場敷地の取得価額をいくらで計上しているか不明ですが、解答では、支払っ

た金額全額を取得価額に計上しているものとして、調整しております（配点はしておりません。）。 

一方、譲渡側であるＷ社においては、譲渡損益調整資産の譲渡として、時価（高額譲渡であるため）

20,000,000 円と帳簿価額 16,800,000 円との差額 3,200,000 円の減算調整が生じます。 



 

第73回 税理士試験 法人税法 講評 
 

第一問 

本年の理論問題は、何を解答すればわからないという問題の出題はありませんでした。理論を覚

えていれば、書ける問題でした。ただ、理論の全部を解答すると計算の解答時間が足りなくなるこ

とも予想され、細かいところはあえて解答せず、規定の中心部分を解答していくことが合格答案に

つながっていくと思われます。たとえば、グループ通算制度の遮断規定については、原則だけ解答

すれば、十分合格点に達すると思われます。 

ネットスクールでは、理論問題について、すべて答練で出題しておりましたので、答練の復習を

しっかり行っていれば、合格答案を作成することは難しくなかったものと思われます。 

 

第二問 

一見難しそうに見えるところも、解答不能と思われるところは、特にありません。ただ、ある程

度、ボリュームが多いため、正確性及びスピード力がある方が有利になったと思われます。 

もちろん、合格点は満点でありませんので、難易度が比較的高いところを飛ばして、難易度が低

いところで失点を極力少なくしていくのが、合格への鍵となります。 

 

予想合格ボーダーライン 

以上より、予想合格ラインは次のとおりと考えられます。詳しくは、８月11日17時からの解答速

報会でご説明いたします。 

 

第一問 第二問 合 計 

31～36点 36～41点 67～77点

  

次ページに、次年度に向けた自己採点結果・タイプ別コースガイド掲載中！



 

 

 

 第 73 回税理士試験の受験お疲れ様でした。今年の本試験も終わり、第 74 回税理士試験受験

に向けた準備のスタートです。第 74 回税理士試験受験に向けた科目選択やコース選択の悩みを

解消するため、フローチャートで確認してみて下さい。なお、下記に示す点数は、ネットスク

ールの予想配点に基づくものになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （注） 配点によって、上記分析は異なります。本試験の配点は、試験委員のみ知るとなり

ます。 

 

第 74 回税理士試験に向けた受験対策講座について、令和５年８月 14 日より、説明会を行っ

てまいります。 

ネットスクールでは、みなさんの合格へのサポートを経験豊富な講師陣を中心に行っていき

ます。ご受講、お待ちしております。 

第 74 回税理士試験受験に向けたコース案内 

77 点以上 

67～76 点 

57～66 点 

56 点以下 

Ａタイプ 
今回の試験の合格可能性はか
なり高いので、早めに次の科目
の準備に取りかかって、来年に
向けてスタートダッシュ！ 

Ｂタイプ 
最終的な結果は 12 月まで待た
なければなりませんが、来年の
ことを考えると、早く次のステッ
プに進みましょう！ 

Ｃタイプ 
心配なところは、年内上級コー
スの申込みで早めに解決させま
しょう。その上で、次の科目へ進
むことも忘れずに。 

Ｄタイプ 
年内上級コースの申込で今年
受験した科目の実力を今のうち
からＵＰさせよう。でも、次の科
目のことも考えて。 

Ｅタイプ 
もう一度、標準コースで基礎をし
っかりと学習しなおすことをお勧
めします。「急がば回れ」。着実
に力を身に付けましょう。 

受験科目のことが 
どうしても心配 

次の科目に 
進みたい 

No

Yes

No

Yes



 

★オンラインでどこでも学習ＯＫ 
インターネットに繋がる環境があれば、自宅にいな
がら実力派講師の講義が受けられます。 
★後からでも、何度でも受講ＯＫ 
講義はすべて録画しているので、受講期間内で
あれば、後から好きな時に繰り返し見直せます。 
★スマホ・タブレットにダウンロードＯＫ 
モバイル端末に講義をダウンロードすれば、通信
料を気にせず、外出先でも学習できます。 

資料請求は 
こちら 

↓ 

 

 

 第 73 回税理士試験の受験お疲れ様でした。今年の本試験が終わると、多くの方は来年度、第 74 回税理士

試験受験に向けた準備を始められることと思います。 

 ネットスクールでは、試験翌週より令和６年度(第 74 回)税理士試験に向けた科目選びや講座選びに役立つ

イベントを YouTube で無料配信します。来年度の税理士試験に向け、ぜひご覧下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

詳細はネットスクールホームページをご覧下さい。 

https://www.net-school.co.jp/ または 『ネットスクール』で検索！ 

【開講オリエンテーション】 
や開講に先立ち、科目別の効率的な学習方法

心構えをお伝えする、受講生向けのオリエンテー
ションの様子を収録し、YouTube で公開します。 

科目  配信日程  

簿記論・財務諸表論  8月 29日(火)公開予定 

消費税法  8月 31日(木)公開予定 

法人税法  9 月 1 日(金)公開予定 

相続税法  9 月 4 日(月)公開予定 

国税徴収法  9 月 1 日(金)公開予定 

 

【無料説明会】 
各科目の概要や WEB 講座の特長・学習スタイルなどを生配信でお伝えします(国税徴収法は録画配信

のみとなります)。リアルタイムでご覧の場合、YouTube のチャット機能を通じた先生への相談も可能です。 

科目  配信日程  

簿記論・財務諸表論  8 月 16 日(水)19:30～ 

消費税法  8 月 14 日(月)19:00～ 

法人税法  8 月 15 日(火)19:00～ 

相続税法  8 月 17 日(木)19:30～ 

国税徴収法  8 月 15 日(火)公開予定  

 

【無料体験講義】 
各科目の初回 OUTPUT 講義の様子も、

YouTube で公開します。ぜひ、実際の講義を体験
してみて下さい。 

科目  配信日程  

簿記論  9 月 5 日(火)公開予定 

財務諸表論  9 月 8 日(金)公開予定 

消費税法  9 月 11 日(月)公開予定 

法人税法  9 月 11 日(月)公開予定 

相続税法  9 月 11 日(月)公開予定 

国税徴収法  9 月 7 日(木)公開予定 

 

※都合により予告なく変更となる場合がございます。ご了承ください。 

講義配信システムをリニューアル！ 

【分割払い 金利・手数無料キャンペーン開催中！】 

 ３万円の受講料のお申込みでご利用頂ける分割払いの金利・手数料を、2023 年 9
月 29 日(金)までの期間限定で、ネットスクールが全額負担するキャンペーンを実施中
です。 

 こちらの詳細も、ネットスクールホームページをご覧下さい。 

※消費税法・法人税法のご案内が誤っていたため、修正いたしました。 


